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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第90期
第２四半期
連結累計期間

第91期
第２四半期
連結累計期間

第90期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 5,012,856 4,691,948 9,889,495

経常利益 (千円) 267,786 138,605 572,401

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益

(千円) 176,548 73,798 521,995

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 19,792 △83,465 130,799

純資産額 (千円) 6,495,165 6,403,282 6,605,837

総資産額 (千円) 15,808,655 15,965,292 15,765,953

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 5.94 2.48 17.55

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.1 40.1 41.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 413,649 266,462 868,866

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △880,011 △723,075 △1,428,511

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 404,220 605,439 423,852

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,226,065 1,294,762 1,150,002
 

 

回次
第90期
第２四半期
連結会計期間

第91期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) 4.95 △1.28
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第90期第２四半期連結累計期間、第91期第２四半期連結累計期間及び第90期の潜在株式調整後１株当たり四

半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、年初からの継続的な円高進行が企業収益を圧迫し、中国をは

じめとする新興国経済の成長鈍化や、英国のＥＵ離脱問題等による海外経済の不確実性の高まりにより先行き不透

明な状況が続いております。

こうした中にあって当社グループにおきましては、切削工具では得意分野の金型加工用工具の寿命向上を目的と

して、高硬度材加工用新被膜「新ＤＨコート」の商品展開を更に進めたほか、チップ両面を使用可能とすること

で、工具性能と経済性だけでなく環境にも配慮した高能率刃先交換式工具の新製品を発売いたしました。耐摩耗工

具では、専門化する顧客要望に対応するため事業部制を導入し、技術サービスをより充実させることによって、複

合新材料「サーメタル」の更なる市場展開・用途開発や高機能金型の拡販を行っております。また、新製品開発を

継続的に行うほか、販売企画の実施も積極的に行いました。

連結売上高は、前年同期比6.4％減の4,691百万円となりました。このうち国内販売は前年同期比3.2％減の2,733

百万円となり、輸出は欧州向けは微増となりましたが、北米向け、中国向けが減少し、同10.6％減の1,958百万円

となりました。輸出の地域別では、北米向けが前年同期比18.9％減の409百万円、欧州向けが同2.9％増の534百万

円、アジア向けが同10.0％減の985百万円、その他地域向けが同58.9％減の28百万円となり、この結果、連結売上

高に占める輸出の割合は、前年同期に比べ1.9ポイント減少し41.8％となりました。

製品別では、焼肌チップが前年同期比1.0％増の658百万円、切削工具が同7.3％減の3,334百万円、耐摩耗工具が

同10.7％減の671百万円となりました。

収益面では、売上高が減少したことから、連結営業利益は前年同期比28.8％減の187百万円となり、経常利益は同

48.2％減の138百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は同58.2％減の73百万円となりました。

 

(2) 財政状態の分析

(資産)

資産は前連結会計年度末に比べ199百万円増加し15,965百万円となりました。このうち流動資産は84百万円の増

加、固定資産は114百万円の増加となりました。　

流動資産の変動の主な要因は、現金及び預金が144百万円増加し、受取手形及び売掛金が38百万円減少したことで

あります。

固定資産のうち、有形固定資産は267百万円増加しました。変動の主な要因は、減価償却費の計上による減少402

百万円、設備投資の実施による増加670百万円であります。投資その他の資産は163百万円減少しました。変動の主

な要因は、投資有価証券の評価額が株価の下落を受け126百万円減少したことであります。

 

(負債)

負債は前連結会計年度末に比べ401百万円増加し、9,562百万円となりました。このうち流動負債は112百万円の増

加、固定負債は288百万円の増加となりました。

流動負債の変動の主な要因は、短期借入金が340百万円増加し、支払手形及び買掛金が153百万円減少したことで

あります。

固定負債の変動の主な要因は、長期借入金が388百万円増加し、退職給付に係る負債が55百万円減少したことであ

ります。

 

EDINET提出書類

ダイジェット工業株式会社(E01488)

四半期報告書

 3/21



(純資産)

純資産は前連結会計年度末に比べ202百万円減少し、6,403百万円となりました。このうち株主資本は、配当の実

施や、親会社株主に帰属する四半期純利益が73百万円であったこと等により45百万円減少し、6,228百万円となりま

した。また、株式の時価評価等によりその他の包括利益累計額は157百万円減少し、174百万円となりました。

 

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により獲得した資金は266百万円でありました(前第２四半期連結累計期間は413百万円の獲得)。資金

流入の主な要因は、税金等調整前四半期純利益138百万円、減価償却費411百万円であり、資金流出の主な要因

は、仕入債務の減少149百万円であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により流出した資金は723百万円でありました(前第２四半期連結累計期間は880百万円の流出)。主な

要因は、設備投資による支出684百万円であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により獲得した資金は605百万円でありました(前第２四半期連結累計期間は404百万円の獲得)。主な

要因は借入金の返済による支出1,620百万円に対し、借入による収入が2,350百万円であったことであります。

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高は前連結会計年度末と比べ、144百万円

増加し、1,294百万円となりました。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりです。

 

１ 基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の事業特性並びに株主の皆様をはじめとする国

内外の顧客・取引先・社員等の各ステークホルダーとの間に築かれた関係や当社の企業価値の本源を十分に理解

し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、継続的若しくは持続的に向上させる者であるこ

とが必要と考えております。

　また、当社は、当社株券等に対する大規模な買付行為が行われた際に、これに応じられるかどうかは、最終的に

は株主の皆様の自由な意思と判断によるべきものであると考えておりますが、一方では、大規模な買付行為の中に

は、その目的等から見て当社の企業価値ひいては株主共同の利益に明白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に株券

等の売却を事実上強要するおそれのあるもの、当社の取締役会が代替案を提案するための必要な情報や時間を与え

ることなく行われるもの、当社と当社のステークホルダーとの関係を損ねるおそれのあるもの等、企業価値ひいて

は株主共同の利益に資さないものも想定されます。

　当社では、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するような大規模な買付行為を行う者は当

社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えております。　

 

２ 基本方針の実現に資する取組み

①基本方針の実現に資する特別な取組み

(ⅰ)企業価値向上の取組み

　当社は、1938年に創業以来、超硬合金・超硬工具の専業メーカーとして、「独創性豊かな技術開発で世界に貢献

する」ことを経営理念に掲げ、新技術・新製品の創造による成長の持続を目指しております。

　また、当社は、素材の開発から一貫した製品づくりを行い、国内外の幅広い需要家に提供していく中で、時代に

即した事業体制の構築を進め、将来に向けて企業価値の向上に取り組み、さらに、継続して社会から信頼され、企

業倫理に則した公正な事業活動を推進していくために、内部統制システムを整備してコンプライアンス重視の経営

体制を進めております。

　このような取組みを通じて、当社は、社会的責任を果たすべく透明性・健全性の高い効率的な経営活動を実現

し、株主の皆様をはじめとする各ステークホルダーに最大限に配慮しながら、継続的、安定的に収益を確保し、企

業価値を高めることが経営の最重要課題と考えております。　
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(ⅱ)コーポレートガバナンスの充実への取組み

　当社は、取締役会の監査・監督機能の一層の強化とコーポレート・ガバナンスの充実を図るとともに、権限委譲

による迅速な意思決定と業務執行により、経営の公正性、透明性及び効率性を高めるため、監査等委員会設置会社

制度を採用しております。

　当社は、取締役８名（うち社外取締役２名）からなる取締役会を最高の意思決定及び監督機関とし、取締役（監

査等委員である取締役を除く。）に業務役員５名を加えた経営会議を構成し、業績の月次進捗状況等、経営全般に

わたり情報の共有化を図り、迅速な意思決定と効率的な事業運営を図ります。

　また、当社は独立した社外取締役２名を含む監査等委員である取締役３名で監査等委員会を構成し、各監査等委

員の情報の共有化を図るとともに、取締役会のほか、経営会議などの重要な会議に出席し、取締役の業務執行を厳

重に監査・監督するとともに、各事業部門についても内部監査部門を通じて業務監査を実施し、厳正な監視を行い

ます。

　さらに、当社は、経営理念を実現して事業活動を展開することにより、社会へ貢献し、その社会的責任を果たす

ことを目指してまいりましたが、経営環境が大きく変化していく中で今後も社会から信頼され、企業倫理に則した

公正な事業活動を推進し、内部統制システムを整備していくことが必要であり、重要であると考えております。

　そのため、取締役をはじめ全従業員に対する行動の基本方針として、行動規範及び行動規準を定めて遵守に努め

ているほか、取締役相互の業務執行の監督等による法令違反行為の未然防止等、コンプライアンス重視の経営体制

を進めております。

 

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

当社は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させ、上記基本方針を実現するため、当初平成20年６月

27日開催の第82回定時株主総会において株主の皆様のご承認を得て、「当社株券等の大規模買付行為に関する対応

策」（買収防衛策）を導入し、その後、平成23年６月29日開催の第85回定時株主総会、さらには、平成26年６月27

日開催の第88回定時株主総会においてそれぞれ株主の皆様のご承認を得て、一部内容を見直した上で継続（以下、

継続後の対応策を「本プラン」といいます。）しております。

　本プランでは、当社株券等に対し20％以上の大規模買付行為（市場取引、公開買付等の具体的な買付方法の如何

を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した者による買付行為を除きます。）を行おうとする者（以下、

「大規模買付者」といいます。）が大規模買付行為実施前に遵守すべき、大規模買付行為に関する合理的なルール

（以下、「大規模買付ルール」といいます。）を定めております。

　大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、当社取

締役会の意見を提供し、さらには当社株主の皆様が当社取締役会の代替案の提示を受ける機会を確保することを目

的としております。当社取締役会は、大規模買付者に対し、大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取

締役会に提供することを要請し、当該情報の提供完了後、大規模買付行為の評価検討のための期間を設定し、当社

取締役会としての意見形成や必要に応じ代替案の策定を行い、公表することとします。

　従いまして、大規模買付行為は、取締役会の評価検討の期間の経過後にのみ開始されるものとします。大規模買

付者が、大規模買付ルールを遵守した場合は、当社取締役会は、当該大規模買付行為が、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を著しく毀損することが明白と判断される場合を除き、対抗措置をとりません。

　ただし、大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守しなかった場合、遵守しても大規模買付行為が当社に回復し

難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社取

締役会は、当社企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、対抗措置をとることがあります。な

お、対抗措置の中には例えば既存の株主に対する新株予約権の無償割当てなどの措置を含んでおります。

　このように、対抗措置をとる場合には、その判断の合理性及び公正性を担保するために、当社取締役会は、対抗

措置をとるか否かの判断に際して、特別委員会の勧告を最大限尊重するものとし、必要に応じて特別委員会の勧告

または取締役会の判断により、株主の皆様の意思を確認することが適切と判断した場合には、当社株主総会を開催

することがあります。

 

３　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

①基本方針の実現に資する特別な取組み

　前記２①に記載した企業価値向上への取組みやコーポレートガバナンスの充実への取組みは、当社の企業価値・

株主共同の利益を継続的、安定的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、当社の基本方針に

沿うものです。
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②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

　本プランは、大規模買付行為が行われる際に、株主の皆様が判断し、あるいは取締役会が代替案を提案するため

に必要十分な情報や時間を確保する等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保するための取組みであり、

当社の基本方針に沿うものです。

　本プランは、株主総会において株主の承認を得ることを条件に導入されたものであること、有効期間を３年間と

するサンセット条項が付され、有効期間満了前であっても株主総会の決議により廃止できるとされていること、独

立性の高い者のみから構成される特別委員会が設置され、本プランによる対抗措置がとられる際には必ず特別委員

会の判断を経ることが必要とされていること、その内容として合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ対

抗措置がとられないように設定されていることなどにより、その合理性・客観性が担保されていることから、当社

の企業価値・株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではあ

りません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は249百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,929,996 29,929,996
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数　1,000株

計 29,929,996 29,929,996 ― ―
 

(注) 発行済株式数には現物出資による発行株式40,000株(2,000千円)が含まれております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年９月30日 ― 29,929,996 ― 3,099,194 ― 1,689,280
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(6) 【大株主の状況】

平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ダイジェット持株会
大阪市平野区加美東２丁目１番18号
ダイジェット工業株式会社総務部内

1,782 5.96

ダイジェット取引先持株会
大阪市平野区加美東２丁目１番18号
ダイジェット工業株式会社総務部内

1,552 5.19

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 1,476 4.93

生悦住　　　望 大阪市阿倍野区 1,333 4.45

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,244 4.16

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 855 2.86

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目18番６号 827 2.77

株式会社不二越 富山市不二越本町１丁目１－１ 700 2.34

生悦住　　　歩 大阪市阿倍野区 620 2.07

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 519 1.74

計 ― 10,908 36.47
 

(注)　ダイジェット持株会は当社の得意先により、ダイジェット取引先持株会は当社の仕入先により構成されており

ます。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―  

議決権制限株式(自己株式等) ― ―  

議決権制限株式(その他) ― ―  

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 196,000

　
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式
29,544,000

29,544 同上

単元未満株式 普通株式　189,996 ― 同上

発行済株式総数 29,929,996 ― ―

総株主の議決権 ― 29,544 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式703株が含まれております。
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② 【自己株式等】

  平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ダイジェット工業株式会社

大阪市平野区加美東
二丁目１番18号

196,000 ― 196,000 0.66

計 ― 196,000 ― 196,000 0.66
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 新任役員

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

就任年月日

取締役
(監査等
委員)

― 中村　悟
昭和25年
２月25日

昭和54年４月 弁護士登録

(注)２ ―
平成28年
10月１日

昭和62年４月
わかくさ法律事
務所開設(現)

平成18年６月
当社補欠監査役
就任

平成27年６月
当社補欠取締役
(監査等委員)就
任

平成28年10月
当社取締役(監
査等委員)就任
(現)

 

(注) １．取締役 中村　悟は、社外取締役であります。

２．監査等委員である取締役の任期は、就任の時から平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

　

(2) 退任役員

 

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役(監査等委員) ― 田畑　義二 平成28年９月30日
 

　

(3) 役職の異動

 

該当事項はありません。

　

(4) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　

男性８名　女性０名 （役員のうち女性の比率０％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、清友監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,150,002 1,294,762

  受取手形及び売掛金 2,273,796 2,235,440

  商品及び製品 2,629,367 2,673,134

  仕掛品 1,206,336 1,134,054

  原材料及び貯蔵品 906,271 903,529

  繰延税金資産 192,505 187,905

  その他 161,481 175,468

  貸倒引当金 △10,039 △9,669

  流動資産合計 8,509,722 8,594,625

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 879,395 891,447

   機械装置及び運搬具（純額） 3,257,274 3,475,041

   土地 974,710 1,032,379

   リース資産（純額） 13,600 8,800

   その他（純額） 209,634 194,724

   有形固定資産合計 5,334,615 5,602,391

  無形固定資産 67,148 76,988

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,278,872 1,152,389

   関係会社出資金 226,571 183,717

   差入保証金 59,529 58,740

   保険積立金 310,463 317,196

   その他 8,818 9,014

   貸倒引当金 △29,788 △29,771

   投資その他の資産合計 1,854,466 1,691,286

  固定資産合計 7,256,231 7,370,666

 資産合計 15,765,953 15,965,292
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 562,664 503,589

  電子記録債務 666,597 571,923

  短期借入金 2,055,029 2,395,316

  未払法人税等 88,329 74,053

  賞与引当金 220,825 191,155

  未払費用 62,933 63,811

  その他 699,556 669,067

  流動負債合計 4,355,934 4,468,917

 固定負債   

  長期借入金 2,895,094 3,284,022

  リース債務 5,225 -

  資産除去債務 17,560 17,560

  長期未払金 374,660 374,149

  退職給付に係る負債 1,441,821 1,386,668

  繰延税金負債 69,820 30,692

  固定負債合計 4,804,182 5,093,092

 負債合計 9,160,116 9,562,010

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,099,194 3,099,194

  資本剰余金 1,703,396 1,703,329

  利益剰余金 1,515,405 1,470,266

  自己株式 △44,006 △44,091

  株主資本合計 6,273,989 6,228,698

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 383,175 293,233

  為替換算調整勘定 90,941 3,513

  退職給付に係る調整累計額 △142,269 △122,163

  その他の包括利益累計額合計 331,847 174,583

 純資産合計 6,605,837 6,403,282

負債純資産合計 15,765,953 15,965,292
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 5,012,856 4,691,948

売上原価 3,434,879 3,211,883

売上総利益 1,577,976 1,480,065

販売費及び一般管理費 ※１  1,314,417 ※１  1,292,537

営業利益 263,558 187,527

営業外収益   

 受取利息 27 31

 受取配当金 18,232 16,616

 助成金収入 72 -

 為替差益 197 -

 その他 23,090 17,661

 営業外収益合計 41,619 34,309

営業外費用   

 支払利息 25,017 23,959

 為替差損 - 49,463

 支払手数料 - 1,500

 持分法による投資損失 12,248 8,123

 その他 125 184

 営業外費用合計 37,392 83,231

経常利益 267,786 138,605

特別利益   

 固定資産売却益 - 967

 特別利益合計 - 967

特別損失   

 固定資産除却損 80 688

 特別損失合計 80 688

税金等調整前四半期純利益 267,706 138,884

法人税、住民税及び事業税 93,820 62,921

法人税等調整額 △2,661 2,164

法人税等合計 91,158 65,086

四半期純利益 176,548 73,798

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 176,548 73,798
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

四半期純利益 176,548 73,798

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △171,804 △89,941

 為替換算調整勘定 △484 △52,697

 退職給付に係る調整額 10,957 20,106

 持分法適用会社に対する持分相当額 4,575 △34,730

 その他の包括利益合計 △156,755 △157,264

四半期包括利益 19,792 △83,465

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 19,792 △83,465

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 267,706 138,884

 減価償却費 385,826 411,993

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △243 △370

 受取利息及び受取配当金 △18,260 △16,647

 支払利息 25,017 23,959

 為替差損益（△は益） △89 1,287

 持分法による投資損益（△は益） 12,248 8,123

 固定資産売却損益（△は益） - △967

 固定資産除却損 80 688

 売上債権の増減額（△は増加） 92,844 26,494

 たな卸資産の増減額（△は増加） △224,085 △8,720

 仕入債務の増減額（△は減少） △113,111 △149,225

 その他 38,469 △77,389

 小計 466,402 358,110

 利息及び配当金の受取額 15,453 14,090

 利息の支払額 △24,860 △23,726

 法人税等の支払額 △43,346 △82,012

 営業活動によるキャッシュ・フロー 413,649 266,462

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △861,519 △684,145

 有形固定資産の売却による収入 - 1,094

 無形固定資産の取得による支出 △9,510 △19,375

 投資有価証券の取得による支出 △2,344 △2,454

 その他 △6,637 △18,194

 投資活動によるキャッシュ・フロー △880,011 △723,075

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 400,000 1,000,000

 短期借入金の返済による支出 △500,000 △700,000

 長期借入れによる収入 1,350,000 1,350,000

 長期借入金の返済による支出 △752,260 △920,785

 自己株式の取得による支出 △168 △542

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △5,061 △5,143

 配当金の支払額 △88,288 △118,089

 財務活動によるキャッシュ・フロー 404,220 605,439

現金及び現金同等物に係る換算差額 959 △4,067

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △61,181 144,759

現金及び現金同等物の期首残高 1,287,247 1,150,002

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  1,226,065 ※１  1,294,762
 

EDINET提出書類

ダイジェット工業株式会社(E01488)

四半期報告書

15/21



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に及ぼす影響は軽

微であります。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。ただし、この計算で合理性を欠く場合には、税引前四半期純利益を調整

のうえ、法定実効税率を用いて税金費用を計算しております。
 

 

 

(追加情報)

 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

給与手当及び賞与 328,854千円 313,035千円

減価償却費 12,189 〃 12,306 〃

賞与引当金繰入額 59,770 〃 49,567 〃

退職給付費用 25,066 〃 24,608 〃

支払手数料 127,872 〃 131,835 〃

広告宣伝費 35,544 〃 52,694 〃

研究開発費 106,456 〃 126,974 〃

     
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

現金及び預金 1,226,065千円 1,294,762千円

現金及び現金同等物 1,226,065千円 1,294,762千円
 

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 89,210 3.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 118,937 4.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社及び連結子会社の事業は、主として超硬合金・工具の製造及び製品等の販売を営んでいるものであり、報告

セグメントとしては当該事業のみを対象とし単一であるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社及び連結子会社の事業は、主として超硬合金・工具の製造及び製品等の販売を営んでいるものであり、報告

セグメントとしては当該事業のみを対象とし単一であるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 5円94銭 ２円48銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 176,548 73,798

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

176,548 73,798

    普通株式の期中平均株式数(株) 29,736,669 29,733,689
 

(注)　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第91期(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)中間配当については、平成28年11月４日開催の取締役会にお

いて、これを行わない旨を決議いたしました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年11月10日

ダイジェット工業株式会社

取締役会  御中

 

清友監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   矢   本   博   三   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   後   藤   員   久   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   人   見   敏   之   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイジェット工

業株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日

から平成28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイジェット工業株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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